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１ 学校施設の長寿命化計画の背景・目的等

（１） 背景

新城市では、現在小学校１３校、中学校６校の学校施設を有しています。全ての学校の校舎・

屋内運動場の耐震化工事は平成２４年度で完了しました。しかしこれらの施設は、昭和３０年代

から５０年代にかけて整備された建物が多く、経年劣化等から発生する支障箇所を事後保全によ

る修繕で対応してまいりましたが、限られた予算を背景に積み残しや施設の使用制限が見受け

られる状況となっています。また、少子化の進行による空き教室が発生する一方、特別支援学級

の増加や、少人数指導のための教室など社会的ニーズに対応する教室作りが求められています。

今後はさらに財源確保が難しくなることが予想されるため、施設の予防保全の視点に立ち計画

的な維持管理を実施することで施設の耐久性を高めるとともに、学校施設が求められている社会

的水準までに引き上げる改修を行うなどの長寿命化の考え方に転換していくことが必要となりま

す。

（２） 目的

中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減・予算の平準化を実現しつつ、学校施設

に求められている機能を確保するため、新城市の学校施設の老朽化等の状況を把握し、地域に

おける学校施設の役割等を考慮した上で、中長期的な施設整備の具体的方針・計画を示すこと

を目的に「新城市学校施設長寿命化計画」を策定します。

（３） 計画期間

本計画の計画期間は、新城市公共施設等総合管理計画と整合を図るため、令和２８年度

（2046 年度）までとします。なお、学校施設の老朽化や児童・生徒数の推移を考慮して５年ごとに

見直しを行います。

H29 R4 R9 R14 R19 R24 R28

新城市公共施設等総合管理計画（期間：H29～R28）

新城市学校施設長寿命化計画

見直し 見直し 見直し 見直し
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（４） 対象施設

 

本計画の対象施設は、市内小学校１３校、 中学校６校の計１９校とし校舎、屋内運動場、武道

場を想定します。

対象範囲は構造、設備、仕上げとします。

２ 学校施設の目指すべき姿

学校施設には、児童・生徒が快適な環境の下で、安全に楽しく、充実した学習ができる機

能や性能が求めれられます。そのためには、建物の機能や性能を現在の学校に求められる水

準まで引き上げること、計画的な維持管理、設備更新を行うことで物理的な不具合を直し、

耐久性を向上させることが必要です。同時に、公共施設としての活用や施設総量という考え

方を併せ持つことが望ましいと考えます。

これらを踏まえて、学校施設の目指すべき姿を示します。

•児童等の生活・学習の場として、また、教職員の働く場として良好な環
境を確保します。

•防災性・防犯性など安全性を備えた施設を目指します。

安全安心な教育環境が確保された施設

•多様な学習内容、学習形態への対応を図ります。
•環境負荷の低減や自然・文化との共生を図ります。

最適な学習環境が確保された施設

•最も身近な公共施設としての活用を推進します。
•長期的な視点で管理の適正化を図ります。

地域の核（公共施設）としての施設
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３ 学校施設の実態

（１）学校を取り巻く状況

ア 人口動向

新城市の人口は、1950 （S25)年にかけて 67,000 人を超えていました。その後、1970（S45) 年

まで減少が続き、1970 年から 54,000 人を超えて推移していましたが、1985（S60） 年の 54,965

人をピークに人口減少に転じ、2015 （H27）年では 47,133 人にまで減少しています。今後も減少

を続け、2025（Ｒ7）年ころからは老年人口も減少を始めることから人口減少に拍車がかかる

と思われます。しかし推計値からは、年少人口の減少率は総人口の減少率よりも少ないとい

う結果となっています。

図表－１ 人口の推移

国勢調査、新城市人口ビジョン（自然体推計）より

15,488
11,785

7,091
4,908

2,733

56,279

54,965

52,186

44,435

29,846

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42

0～14 15～64 65～ 総数

老齢人口が年少人口

を追い越す

今後も減少

老年人口が生産年齢

人口を追い越す



4

イ 公共施設の状況

（ア） 供用開始年度別整備状況

供用開始年度別の整備面積を見ると、昭和５０年から平成 6年に整備された建物が多くな

っています（学校教育施設 114,698 ㎡中 62,540 ㎡、全体の 54.5％）。将来、更新費用が集

中する時期が発生すると考えられます。この費用集中を回避するための取り組みが必要です。

昭和４４年度以前に整備された建物が全体の約 7.3％（22,051 ㎡）にのぼります。この内

75.6％（16,673 ㎡）は学校教育施設です。 

財政課資産管理室調べより

（イ） 用途別保有状況

図表－３ 用途別保有状況

現在（令和 3 年 12 月現在）本市で

は、延床面積で約 302,446 ㎡の建築物

を保有しています。

用途別の保有状況を見ると、学校教育

施設が約 114,698㎡（37.9％）と最も
多くなっています。
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図表－２ 施設用途別建設年

財政課資産管理室調べより
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ウ 児童・生徒数及び学級数の変化

児童数は人口減少や少子化に伴い減少傾向にあります。学級数については特別支援学級

の児童・生徒数が増加傾向にあることから横ばいの状況となっています。今後は人口減少

の傾向にあることから生徒数は減少することが予想されますが、学級数については減少は

見られないと考えます。

図表－４ 児童・生徒数及び学級数の変化

新城市の教育（令和２年度）より

エ 学校施設の保有量と管理コスト

（ア）学校施設の保有量

現在、小学校１３校、中学校６校で計画対

象施設は小学校３４棟、５２，９１９㎡、中学

校 21 棟、３６，６６５㎡を有しています。

このうち経過年数が３０年以上５０年未満

の施設は小学校１９棟、３１，５６１㎡（面積比

6 割）、中学校７棟、１８，０００㎡（面積比５

割）、経過年数５０年以上の施設は小学校 3

棟、５，６５１㎡（面積比１割）、中学校 5 棟、

７，８４２㎡（面積比 2 割）で、もっとも古い施

設は、鳳来東小学校の教室棟で経過年数

65 年となっています。

特に小学校の施設で昭和４０年～５０年

の１０年間に多くの施設が建築され、一斉に

改築を迎えることとなります。
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図表—6 施設の経過年数と建築面積

令和 3年度学校施設台帳より

（イ） 管理コスト

図表—７ 管理にかかる経費

過去５年間の管理に係る経費（修繕

費、高熱水費、委託費）を見ると、光熱

水費の割合が多くなっています。これ

は、プールの水道料金が大きいことがあ

げられます。

これまでの工事関係経費では、平成

21年前後の屋上防水工事や平成 29 年

前後の設備修繕など経年劣化に伴う改

修が集中しています。特に令和 2 年度は給食用リフトの不具合が多く発生しています。なお、こ

れまで外壁塗装改修の実績はありません。

図表—８ 工事関係経費
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（２）学校施設の老朽化状況の実態

ア 構造躯体の健全性の評価

新城市公共施設白書（平成２６年度）の作成にあたり、建築士による劣化診断を行いました。

劣化診断は、各施設の建物ごとに調査を行い、屋根、外壁、外部建具、外部雑（外階段、

バルコニー等）、内部、電気設備、空調設備、衛生設備、搬送設備、その他の 10項目を設
定し、部位ごとに 5段階での判定を実施しました。判定に当たっての考え方は、下表のと
おりとしました。

図表－９ 劣化判定の基本的考え方

図表—10 劣化診断結果

劣化度診断の結果、劣化度

４を超える施設はなかったもの

の多くの施設で劣化が進んで

おり、放置すると機能低下又

は寿命が早まる状況にありま

す。
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イ 構造体以外の状況等の評価

各学校に求められる機能を共通項目として健康(1)、(2)、安全、防犯、バリアフリー化の
5項目、施設機能として学習諸室(1)、(2)、(3)、トイレ、ホール・ラウンジ、屋内運動場、管
理関係室の 7項目についてそれぞれ設定し、4段階評価による調査を実施しました。評価に
あたって求められる機能は下表のとおりです。

図表-１１ 求められる機能設定

図表－１２ 求められる機能の調査結果

調査の結果、評価が低かった項目は、安全、防犯、バリアフリー、トイレとなっています。また、評

価の高い項目は、屋内運動場、ネット環境となっています。

学校調査より（黄柳川小、鳳来寺小、作手小を除く）
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４ 学校施設整備の基本的な方針等

（１） 学校施設の規模・配置計画等の方針

市内の学区によっては、少子化の進行で学校が過小規模となり、授業や生活の活動場面に

おいて適切な人数の維持が難しくなってきました。適切な人数構成による充実した学校教育

環境を創造していくことは子供たちの将来に向けて有益なことと考えます。そこで平成２１

年に「小学校再配置検討の目安は、原則として「６学級未満」の学校規模とし、当該学区に

ついては速やかに協議の場を設ける」とする小学校再配置指針を決定しました。これにより

平成２４年以降２０校から１３校に統合された経緯があります。

現在、本市には指針にある「６学級未満」の学校があります。しかし、小規模特任校制度

の活用など、小規模校のメリットを最大限に活かした学校経営を進めているところであり、

現在の配置をそのまま維持したものとして策定します。

図表－１３ 学校数、学級数、児童・生徒数の経緯

（２）改修等の基本的な方針

ア 予防保全の方針

建物は、屋根や外壁などの劣化や破損への対応を対症療法的に行うと、建物の骨格部分で

ある躯体や電気・機械設備の損傷につながり、建物全体の寿命を縮める要因となる恐れがあ

ります。これまで市では、こうした事後保全を主としていましたが、今後は日々の施設の点

検等により劣化、破損あるいはその拡大を未然に防ぐ予防保全の手法により、法定耐用年数

を超えて建物を使用する長寿命化を図っていきます。

イ 目標耐用年数の設定

本計画では、『「建築物の耐久計画に関する考え方（社）」日本建築学会』を参考にし、Ｒ

Ｃ造などの非木造の建物の目標耐用年数を８０年と設定し、長寿命化を目指します。また、

本市では公共施設の木造化を推進してきた経緯があり、近年、木造の学校施設も建設されて
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いることから、木造の建物については目標耐用年数を設定し６０年とします。

ただし、公共施設配置基準はハード面については安全性（災害危険性、耐震性）だけの

検討にとどまり、その他の検討はソフト面であることから、今後予定されている構造躯体

健全度調査の結果よっては個別施設ごとに目標耐用年数を見直す必要があります。

目標耐用年数

ウ 改修周期の設定

予防保全を考える上で、定期的に修繕・改修を実施するサイクルを設定することとします。

木造は概ね１５年、非木造は概ね２０年周期の改修を４サイクル程度実施します。劣化の

進行が早い屋根、及び機能維持のために重要な電気設備（中央監視制御設備、防災設備）、

空調設備（空気調和設備、空調熱源設備、自動制御設備）については、５サイクル実施する

設定とします。

図表－１４ 修繕・改修周期

新城市公共施設個別施設計画より

図表－１５ 部位別の修繕・改修周期（非木造）例

新城市公共施設個別施設計画より

非木の別 目標耐用年数

非木造 ８０年

木 造 ６０年
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５ 基本的な方針を踏まえた施設整備の水準等

（１）改修等の整備水準

改修等の整備水準については、経年による機能・性能の劣化を供用時の状態に戻すことを

基本としますが、実施にあたっては、構造体の長寿命化やライフラインの更新等により建物

の耐久性を高めるとともに、省エネ化などの検討をあわせて検討します。また、機能的不具

合の調査結果（図表－１２参照）にある「安全性」、「防犯」、「バリアフリー化」、「トイレ」

の４項目については、優先度を定め選択的に整備するものとします。

（２）維持管理の項目・手法等

施設の長寿命化により維持更新費の縮減を図り、市

民サービスを適切かつ持続可能な形で提供すると共

に、児童・生徒が安心して学校生活が送れる環境整備の

ため、月１回行う安全点検に加え、保全予防的に行う日

常点検を実施します。
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６ 長寿命化の実施計画

（１）改修等の優先順位付けと実施計画

ア 優先順付け

優先順付けにあたっては、限られた予算のもと効率的、効果的に施設整備を進めるた

め、客観的な指標に基づく、分かりやすいものとする必要があります。

個々の施設は、公共施設配置基準（新城市公共施設個別施設計画 （第１期））の災害危険

性判断をした後、新城市公共施設白書（平成２６年度）策定時に実施した劣化診断結果と建

設からの経過年数から区分ごとに優先順を付けることとしました。

なお、重要施策、緊急度の高い案件は優先順位が高いものとして計画に反映します。

図表－１５ 優先順付けフロー
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図表－１６ 優先順付けの区分

＊新城市公共施設白書（H26）に調査結果のないもの

学校名 施設名 符号 学校名 施設名 符号 学校名 施設名 符号

新城小

教室棟 ①

作手小

普通教室棟 ＊

新城中

教室棟 ㉜

管理・教室棟 ② 特別教室棟 ＊ 特別教室棟 ㉝

屋内運動場 ③ 屋内運動場 ＊ 屋内運動場 ㉞

千郷小

管理・教室棟 ④

鳳来中小

管理・教室棟 ㉑ 武道場 ㉟

特別教室棟 ⑤ 特別教室棟 ㉒
千郷中

管理・教室棟 ㊱

屋内運動場 ⑥ 屋内運動場 ㉓ 屋内運動場 ㊲

東郷西小

教室棟 ⑦
鳳来寺小

管理・教室棟 ㉔

東郷中

管理・教室棟 ㊳

管理・特別教室棟 ⑧ 屋内運動場 ㉕ 特別教室棟 ㊴

屋内運動場 ⑨

鳳来東小

管理・教室棟 ㉖ 武道場 ㊵

東郷東小

教室棟 ⑩ 特別教室棟 ㉗ 屋内運動場 ＊

管理・特別教室棟 ⑪ 屋内運動場 ㉘

八名中

教室棟 ㊶

屋内運動場 ⑫

東陽小

管理・教室棟 ㉙ 武道場 ㊷

舟着小
管理・教室棟 ⑬ 特別教室棟 ㉚ 屋内運動場 ㊸

屋内運動場 ⑭ 屋内運動場 ㉛

鳳来中

北校舎 ㊹

八名小
管理・教室棟 ⑮ 南校舎 ㊺

屋内運動場 ⑯ 特別教室棟 ㊻

庭野小
管理・教室棟 ⑰ 屋内運動場 ㊼

屋内運動場 ⑱

作手中

教室棟 ㊽

黄柳川小
管理・教室棟 ⑲ 特別教室棟 ＊

屋内運動場 ⑳ 屋内運動場 ㊾
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イ 実施計画

平成２６年度の劣化診断では、建物の構造体の物理的劣化度（供試体採取調査等）が実

施されていないことから、構造区体の劣化調査を行い構造区体の健全性及び残存耐用年数

の評価を実施したうえで個別施設計画を策定し、前項の優先順付けに基づき長寿命化を図

ります。

なお、「３、（２）イ構造体以外の状況等の調査」で各学校に求められる機能調査におい

て評価が低かった項目のうち、「トイレ」について改修計画を進めています。

図表－１７ 実施計画

（２）長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果

公共施設等総合管理計画 （平成２９年度～令和２８年度）では、学校施設は、

・長寿命化計画を策定し、ライフルサイクルコストの縮減及び平準化に努めていきます。

・非木造及び木造の建物やプール施設等の目標耐用年数での更新計画と合わせ、大規模

改修周期での防水、外壁、内装等の改修や、適切な維持管理を実施します。

としていることから、この方針に基づき長寿命化の将来費用の算出や効果を検討します。

なお、プール施設については、１（４）の対象施設ではないため除外します。

ア 従来型による将来費用

これまでの標準周期に基づき改築周期を６０年と設定すると、計画期間中（令和４年～

28 年）に３１施設が改築時期となり、改築費の積み上げは約１３０億円となります。それ

令和 4年～9年 令和 9年～14年
令和 15年
～19年

令和 20年
～24年

トイレ改修

令和 25年
～28年

長寿命化（修繕、改修、改築等）

建築物構造体耐久調査

評価結果

個別施設計画 優先順付け
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に加え事後保全による修繕費が約７億円（３０，０００千円/年）となります。

図表－１８ 年度別改築費

イ 長寿命化による将来費用

長寿命化による将来費用の算定にあたっては、これまで修繕や改修を周期的に行わずに

事後保全による施設管理を行っており、修繕・改修周期を大きく上回る年数で供用されて

いる施設が散見される状態となっているため、以下の費用算定条件で算出することにしま

した。

図表－１９ 費用算定条件

0

500

1,000
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2,000

百万円

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28

計画期間内の改築費の平均

522百万円

改築費の平均と修繕費の合計

552百万円

改築費は、公立学校施設台帳の施設面積に単価３３万円／㎡（総務省「公共施設及びインフラ

資産の将来の更新費用の推計（H24.3）」）を乗じた額で積算計上

改築年度は、機械的に改築周期６０年に到達した年度
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重点施策として計画を進めているトイレ改修を優先としつつ、６（１）ア優先順付け及び

前述の費用算定条件により将来費用を算出しました。

この結果によると、従来型に比べ年平均で１．２億円（計画期間合計２９億円）のコスト

縮減を見込むことができます。

しかし、まだ年度毎にばらつきが大きいため、更に維持・更新コストを平準化するととも

に経費削減等を検討していく必要があります。

図表－２０ 長寿命化による将来費用負担

施設の状況 算 定 条 件

ケース １
計画期間中に初めて修繕周期が到来する施設は修繕費を計上し、さらに期間中に改修
周期が到来する場合は改修費を併せて計上する

ケース ２
計画期間中に初めて改修周期が到来する施設は改修費を計上し、さらに期間中に修繕
周期が到来する場合は修繕費を併せて計上する。

ケース ３
計画期間中に 2回目の修繕周期が到来する施設で、経過年数が５０年未満のものは改
修費を計上し、それ以上のものは改築を前提とした修繕費を計上する。

ケース ４ 改築周期が計画期間中に到来する施設は改築を前提とした修繕費を計上する。
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百万円

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28

トイレ改修 修繕費 改修費 更新費

改築費の平均と修繕費の合計
　552百万円

計画期間内の長寿命化の平均

434百万円

トイレ改修費：簡易積算により設計費、工事費、監理費を積算計上しました。

修繕費 ：建築物のライフサイクルコスト（（一財）建築保全センター）を参考に校舎、屋

内運動場毎にパターン化し積算計上。

改修費 ：校舎については、総務省「公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の推計

（H24.3）」の大規模改修費１７万円／㎡を台帳面積に乗じた額で積算計上し、

屋内運動場については、改修パターンを想定し積算計上。

更新費 ：校舎については、総務省「公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の推計

（H24.3）」の更新費３３万円／㎡を台帳面積に乗じた額で積算計上、屋内運動

場については、建物災害共済基準額を参考に、ＲＣ造３５．２万円／㎡、Ｓ造

２９．５万円／㎡を台帳面積に乗じた額で積算計上。
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ウ 検討すべき課題

（ア）総量縮減

本計画での学校配置は、４（１）学校施設の規模・配置計画等の方針で「現在の配置をそ

のまま維持したものとして策定します。」としています。また、各学校の規模についても３

（１）ウ児童・生徒数及び学級数の変化で「生徒数は減少することが予想されますが、学級

数については減少は見られないと考えます。」としています。一方、新城市公共施設等総合

管理計画は「今後３０年間（～令和２８年度）で建築物系施設ののべ床面積を３０％程度縮

減することを目指します。」としていることから、児童・生徒数の中・短期的な動向を注視

しながら大規模改修等を計画することが必要です。

また、特別支援学級等の小規模教室についても、大規模改修時に運営状況を考慮した配置、

規模を計画する必要があります。

（イ）構造体の安全度

長寿命化による将来費用負担の積算は、構造体が健全であることを前提に積算を進めてい

ることから、建築物構造体耐久調査の結果によって優先度に差違が生じると考えるので再積

算することが必要です。
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７ 長寿命化計画の継続的運用方針

（１）情報基盤の整備と活用

予防保全の基礎資料となる施設の状態や過去の改修・部品交換履歴、故障の発生状況等

をデータベースに蓄積する必要があることから資産管理室が整備を進めている「保全計画

システム」を活用し、建物の基本情報、修繕履歴、点検情報などを一元管理していくこと

を進めていきます。

（２）推進体制等の整備

図表－２１ 公共施設マネジメント推進体制

新城市公共施設等総合管理計画では

「推進体制は「公共施設マネジメントの

必要性を全庁的な課題として捉え、施設

所管部の垣根を越えて具体的な取り組

みを推進していくための検討体制を整

備・強化していきます。」としており、本

計画の推進にあたっては、教育総務課が

中心となって、既存組織を活用し長寿命

化を進めます。

（３）フォローアップ

本計画は、児童・生徒数等の数量的要素は推計値を使用し、施設は健全であることを前

提としていることから、確からしい数量や建物の耐力度が明確となった時点で計画の見直

しを進めるなど、１（３）計画期間での「５年ごとの見直し」にこだわらず柔軟な運用を

行います。


